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１－① 国庫を活用した緊急支援の状況
令和６年度２月補正予算で対応

■物価高騰対応支援金(重点交付金）
〇物価高騰の影響により負担増となっている医療機関等への給付金支給
（1）予算総額 28億8千万円
（2）給付額 病院:１床あたり2.2万円を支給

⇒ 令和７年５月までに、先行して病院に対して支給済み（約15.5億円）
その他診療所等については、７月31日まで申請受付、順次支払い

■職場環境整備等事業費（国10/10）
〇賃上げや生産性向上等に取り組む医療機関への給付金支給
（1）予算総額 43億6千万円
（2）給付額 病院:１床あたり４万円を支給
⇒ 令和７年５月27日付けで国から交付決定があった。(3,617,000千円)

令和７年６月６日～８月29日で申請受付、順次支払い



１－② 国庫を活用した緊急支援の状況

令和７年度当初予算等で対応

■病床数適正化支援事業(国庫10/10）
〇物価高騰や患者減少等により経営状況の急変に直面している医療機関を支援するため、
病床の適正化（病床削減）に取り組む医療機関に対し、給付金を支給する。

（1）予算総額 約28億円

（2）給付額 １病床削減あたり、約410万円を支給

（3）取組状況等
〇 医療機関への意向調査（３月）の結果、本県は約1,600床分、全国では約５万床分の
活用意向が示された。
〇 １次内示（４月）では、411床分（約16億円）が、

２次内示（６月）では、134床分（約5.5億円）が、国から本県へそれぞれあった。
〇 １次内示分については、申請受付を開始（7/8）

２次内示分については、準備が整い次第、申請受付を開始予定
３



１－③ 国庫を活用した緊急支援の状況

４

令和７年度当初予算等で対応

■物価高騰対応施設整備事業(国庫10/10）
〇国庫補助事業の交付対象となる医療機関等を対象に、施設整備を進めるために必要な給付金を
支給する。

（1）予算総額 約9.7億円

（2）給付額 （市場価格 － 補助事業単価）×国負担分相当
※令和６年度に国庫補助事業の交付対象となる施設整備に係る契約を締結してい
る医療機関が対象。

（3）取組状況等
〇 令和７年７月４日付けで、国からの内示があった。（386,180千円）
〇 対象医療機関について、申請受付を開始し、交付に向けて手続き中



１－④ 国庫を活用した緊急支援の状況
令和７年度６月補正予算で審議中

■産科・小児医療確保事業 (国庫10/10）
〇分娩取扱施設や小児医療の拠点となる施設を支援する。
（1）予算総額 約3.7億円
（2）給付額

①分娩取扱施設支援事業:分娩取扱数が減少している分娩取扱施設について、経費相当分を補助
（国庫10/10） 補助額 病院・診療所 2,500千円／施設

②小児医療施設支援事業:入院患者数が減少している小児医療施設について、経費相当分を補助
（国庫10/10） （小児中核病院、小児救急医療拠点病院）

補助額 小児科部門の病床１床あたり 250千円
③地域連携周産期支援事業:妊婦健診を含む外来診療等に必要な施設・設備整備費を補助

（国庫 1/2） 補助額 施設整備:16,800千円／施設 設備整備:7,279千円／施設
（3）取組状況等

〇 ①及び②については、令和７年７月７日付けで国から交付決定があった。
（①161,500千円 ②147,750千円）

〇 ③については、設備整備について国から内示があった。（8,618千円）
〇 対象医療機関について、申請受付を開始し、交付に向けて手続き中 ５
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（１）緊急的な支援策（案）

病院経営の相談ができる窓口の設置など、相談対応の拡充について検討中

地域の医療体制を維持するため、医療機能に着目し、診療報酬改定までの間の緊急的な

財政支援策を検討中

財政的支援

相談対応の拡充

２ 委員からのご意見を踏まえた施策の検討

・人材紹介会社の活用状況調査
・県の既存の補助金等のメニューや運用の見直し
・病院の経営危機に関する県民への広報・啓発

（２）その他の支援策（案）



病院経営について、相談できる窓口を設置してほしい旨のご意見があったが、
どのような相談ができる窓口が求められているのか、改めてお伺いしたい。

相談対応の拡充

２（１）緊急的な支援策

経営全般に係る相談

コンサルタント派遣等
に関する相談

事業継続・機能再編
等に関する相談

軽

重

県が窓口を設置
（専門家へ委託）

県が直接対応
（必要に応じて官民連携ファンド等に
つなげるか?） ７



８

【参考】県の既存制度

医療勤務環境改善支援センターによるアドバイザー派遣

●医療従事者の勤務環境改善に取り組む医療機関をサポートするため、専門のアドバイザー
（医業経営アドバイザー・医療労務管理アドバイザー）を派遣

●働き方改革（時短計画の作成等）、時間外労働の削減、人材確保、定着（離職防止）、ITによ
る院内ワークフローの見直しなどに対応

※上記以外にも、補助金活用、病院の機能変更、事業の承継など、医療機関からの相談
には日頃から対応

【課題】経営改善に関する派遣実績が少ない
・「働き方改革」に関する内容でなくても相談できることが周知されていないのか?
・アドバイザーの派遣回数等が十分でないのか?



人材紹介会社の活用状況調査

２（２）その他の支援策

９

・規制強化など、国への更なる提案
・県としての支援策の検討

病院に対する調査（※）では、紹介手数料平均額（全国）は、
医師３５１万７千円、看護師７６万円

→ 本県の実態を把握するため、県内医療関係団体のご協力のもと、
改めて実態調査を行う。
※ 2020年「病院の人材紹介手数料」に関するアンケート調査 （全日本病院協会、日本医療法人協会、福祉医療機構）

参考 国の施策
・都道府県労働局に「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口を設置（Ｒ５．２～）
・医療・介護・保育分野における適正な優良職業紹介事業者の認定、公表 など
医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者特設サイト
https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/



県では、医療機関・医療関係者が活用できる支援事業の案内をホームページで公表
（https://www.pref.kanagawa.jp/

docs/f6z/cnt/f533059/information.html）

※詳細は参考資料参照

県の既存の補助金等のメニューや運用の見直し

２（２）その他の支援策
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これまでの議論のなかで、県として病院経営の状況に係る県民への広報・周
知を行ってほしいとのご意見があった。
県としてどのような広報・周知が求められているかお伺いしたい。

広報・周知

２（２）その他の支援策

記者発表?

メッセージ
動画?

病院の
窮状?

医療の
かかり方?
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広報・周知

２（２）その他の支援策

県民の皆様に伝えたいメッセージは何か
（例）・病院経営が危機的状況にあること

・病院のかかり方（チーム医療、時間内対応への理解促進など）
・医療機関の役割分担、連携への理解（症状や段階に応じた転退院への理解促進など）

<他団体の例>
日本病院会 東京都医師会
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３ 本日お伺いしたい事項

〇 県が行う短期的（緊急的）な支援策の案（財政支援、
相談窓口等）についてご意見を伺いたい。

〇 その他支援策についてご意見を伺いたい。
●人材紹介会社の活用状況調査

・調査にあたっての重点項目等
●既存の補助事業等

・活用にあたっての課題や周知方法等

●病院の経営危機に関する県民への広報・啓発


